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1. はじめに 
近年のグローバル化や急速な情報化の進展により，将

来の変化を予測することが困難な時代を 迎えようとし

ている。(*1) 教育現場においても ICT やアクティブ・

ラーニング（AL）への取り組みが行われ、それらを用いた

教育方法や効果の研究も増加している。一方で、いくつか

の失敗事例や現状の課題も報告されている。課題の一つ

として、ICTや ALといった教育の導入に対して、教師が

経験したことがない事や、これらの言葉や方法に対する

理解の不足といった理由から指導力に課題があるといわ

れている。(*2) (*4) 

本稿ではこの問題に取り組むため、教員養成課程の大

学生に Kahoot!を用いた英語学習のための ICT 教材の作

成課した。その際、教員はALの手法であるグループワー

クやグループディスカッション、プレゼンテーション、フ

ィードバック等を用いて、受講生の「主体的・対話的で深

い学び」を促した。 

実験の前後に、英語学習に対する意欲に関するもの、

AL・ICTによるクラスの参加への意欲に関するもの、将来

教師になった時にICTやALを用いた授業を行うことへの

信度についてのアンケートを行った。 

目的は、教員養成課程の学生がICTやALの授業を経験

し、そして教材作成を行うことで英語学習や ICT、AL へ

の態度がどのように変化したのかを調査することである。

そのため、以下の点をリサーチクエッションとした。 

1． ICT教材作成の経験は、学生の英語学習に対する態度

をどのように向上させ、変化させたか。 

2． 自ら教材を作成することで、学生が授業で ICT およ

びALを使用することに自信を持ったか。 

 

2．教育におけるALとICTの現状 

2.1  AL  
AL の定義は教授法のことであったり、精神的な活動や

心理的な関与のことであったり、学生のアカデミックス

キルのことであったり多義的で曖昧である。この論文で

は、中央教育審議会（2016）がALの視点として提案して

いる「主体的・対話的で深い学び」を導入する教授・学習

法をALとして扱う。(*3) 

主体性を育んだり、思考を深めたりといったALの良い

面での研究成果が発表される一方で、AL の編成の専門知

識の欠如やALを経験したことのない教師による理解不足

を失敗事例や問題として挙げている研究成果も見られる。

(*2) (*4)これらのことから、ALを経験することでALへ

の理解を深め、問題を解決できるのではないか、と考えた。 

 

2.2 ICT 
教育現場における ICT はどのように考えられているの

か、文部科学省は ICT を活用した積極的な学習を奨励し

ている。(*5) また、ICTは英語学習での有効性の研究結

果（*6）やALをサポートするのに役立つといった研究成

果もある。(*7) ところが、学校の ICT の導入には,ICT

環境整備及び教員のICT活用 指導力向上等の緊急かつ重

大な課題がある、という報告や、教師の不十分なコンピュ

ータスキル、知識不足が悪影響をもたらす、といった環境

や指導力に関する課題の報告もされている。

(*5)(*10)(*11) このような課題の解決のため、文部科

学省. (2016a)は2020年を目標にした、ICT環境整備や指

導力を養う研修などの解決に向けてのプランを発表し、

解決に向けて進めている。(*1) 

同時に、スマートフォンやアプリケーションの使用に

より、時間や場所を問わず、大規模な環境整備を必要とし

ない、ICTを用いた学習方法のメリットの研究成果の報告

も増えている。(*8)(*9)(*12)  

一方で、教員の指導力に関しては、平成２９年度中に

ICT 活用指導力に関する研修を受講した教員の割合は、

45.2%（345,250 人）であり、半分以下であったと報告し

ている。（＊全国の公立学校における全教員を対象）(*6) 

このようなことから、ICTを教育に導入する上で、教員指

導力（教材作成含む）に対する課題があると考えた。 

 

2.3 Kahoot! 
Kahoot!は、2013年にノルウェーで開発されたゲーム型

学習応答システムである。この App は、四択のクイズを

スマートフォン、もしくはPCやタブレット用いて、ゲー

ム感覚で学びを深めていく仕組みである。 

学習者は教師の提示したゲームピンを入力し、ニック

ネームを入れ、クイズに参加する。Kahoot!には、６つの

学習モード（Quiz、Survey、Discussion、Jumble、Challenge、

Ghost）がある。さらに、Classic（個人モード）、Team Mode
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のどちらかを選び、クイズを進めていくことが可能であ

る。また、教員にとっても、難しいパソコンスキルは必要

なく、Kahoot!を用いて自由に問題を作成したり、画像や

YouTubeからの動画を使用することもできる。また、制限

時間を自由に決めたり、Kahoot!のクイズ結果をダウンロ

ードすることもでき、生徒の成長や現状を把握すること

ができる。 

 

3．実験１ 

3.1 実施の流れ 
この実験は、2018年 4月から 7月にかけて行われた。

このプロジェクトを始める前に、教員養成課程の将来小

学校の教師を目指す大学1回生の参加者30人に事前アン

ケート（Q1～Q20）を行い、教員養成課程の学生が英語学

習に対してどのような態度を持っているか、ALや ICTを

用いることへの態度、を確認した。その後、著者はクラス

を 5 人組の 6 グループに分け、Kahoot！を用いた教材作

成とその発表を各グループに行ってもらった。 

次に、受講生は 3 つの記事「Gun-control」、「Zero -
Waste」、「Bunbuku-chagama」をグループで記事を一つ選択

して教材作成を自由に行った。作成は授業外で課題とし、

質問や相談はいつでも電子メールにてできるようにした。 

その後、参加者は発表を行い、それとともに作成した教

材のポートフォリオや自分のグループ参加度合いへの自

己評価シート、他人の作品を見てのピアフィードバック

シートを提出してもらった。 

       表1: 質問項目 

 
発表後、事前アンケートに、Kahoot!を用いた教材発表

とプロジェクトがどのくらいクラス参加への動機づけに

なったかの項目（Q21）と将来教員になった時にALやICT

を用いることに自信が持てたかどうかの項目（Q22～Q24）

を追加し、事後アンケートを行った（表1参照）。 

3.2 実験１結果 
AL、ICTと英語教育への態度の効果を調査するために事

前と事後、各アンケートの英語学習に関する項目（Q1～

Q14）とICT・ALの項目（Q15～Q20）の相関と効果を相関

分析、ｔ検定を用いて調べた（表2参照）。 

 

表2. 前期事前・事後アンケートの記述統計 

 
事前アンケートの結果、正の相関がみられたのは 

Q8とQ16（r=.430,p<.05）、Q8とQ17（r=.473,p<.05）、
Q7 と Q18（r=.429,p<.05）、Q8 と Q19（r=.467,p<.05）、
Q10とQ15（r=.418, p<.05）、Q15とQ19（r=.449,p<.05）、
Q16とQ18（r=.458,p<.05）、Q16とQ19（r=.463,p<.05）、
Q17とQ18（r=.456,p<.05）、Q17とQ19（r=.467,p<.05）、
Q19 と Q20（r=.475,p<.05）であった。また、Q14 と Q20

の間に負の相関が認められた（r=-.442,p<.05）。 

事後アンケートの結果、正の相関が認められたのは、Q3

とQ15（r=.399,p<.05）、Q3とQ16 (r=.387,p<.05)、Q3と

Q17 (r=.424,p<.05)、Q3と Q19 (r=.424,p<.05)、Q4と

Q19の (r=.469,p<.05)、Q7とQ20 (r=.440,p<.05)、Q8と
Q20（r=.380,p<.05）、Q9とQ19（r=.393,p<.05）、Q9とQ20

（r=.422,p<.05）、Q13とQ20（r=.468,p<.05）、Q14とQ15

（r=.445,p<.05）、Q14とQ17（r=.422,p<.05）、Q14とQ20

（r=.380,p<.05）、Q16とQ19（r=.391,p<.05）、Q16とQ20

（r=.413,a<.05）、Q17とQ20（r=.436,p<.05）であった。 

次に、ALと ICTを用いたことで参加者の英語学習への

態度に効果があったのかを調査するために Q1～Q20 に t
検定（対応あり）を行った。その結果、事前アンケートと

事後アンケートの間に有意差が認められた項目は、Q2（t
（27）＝2.017 ｐ＜.05、Q9（t（27）＝3.400 ｐ＜.05）、

Q10（t（27）＝2.301 ｐ＜.05）、PQ13（t（27）＝2.975 

ｐ＜.05）、Q14（t（27）＝2.197 ｐ＜.05）、Q20（t（27）

＝2.105 ｐ＜.05）であった。 
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4．実験２ 

4.1 実施の流れ 
2018年10月から翌年1月にかけて行われた。実験１と

同じように、プロジェクトを始める前に著者は参加者に

アンケート（Q1～Q14）を行い、教員養成課程の生徒が英

語教育に対してどのような態度をとっているかを確認し

た。その後、筆者らはクラスを 5 人組の 6 グループに分

け、Kahoot！を用いた教材作成とその発表を各グループ

に行ってもらった。実験１とは異なり小学生対象の教材

に絞り、グループごとに指導要領を調べた上で作成する

ように指示をした。また、この時点で前回のピアフィード

バックシートをそれぞれに配布し、前回の振り返りを行

った。 

作成は実験１と同様に授業外での課題としたが、質問

や相談はいつでも電子メールにてできるようにした。 

その後、参加者は発表を行い、それとともに作成した教

材のポートフォリオや自分のグループ参加度合いへの自

己評価シート、他人の作品を見てのピアフィードバック

シートを提出してもらった。そして、実験１同様に事前ア

ンケートに項目を追加した事後アンケートを行った。 

それらのデータを用いて、相関分析、ｔ検定を行い、英

語学習への態度（Q1～Q14）、ALや ICTを用いることでの

態度（Q15～Q20）の事前、事後アンケートにおける各々の

相関と事前,事後アンケート間の有意差を調べ、ICTやAL

が英語学習にどのような影響を与えたのかを調査した。 

また、Kahoot!を用いた教材づくりと発表を経験してど

のように感じたか（Q21）、将来教員になった時にALやICT

を用いることに自信が持てたかどうかの項目（Q22～Q24）

に関しては、前期の平均値と後期の平均値をグラフ化し、

このプロジェクトがどのような影響を与えたのかを確認

した。さらに、ピアフィードバックシートから ICT に関

するコメントを抜き出し、コメントにどのような変化が

あったのかを調べた。そして、作成した教材に実際にどん

な変化があったのかを考察した。 

 

4.2結果 
後期アンケート事前、事後に対して相関分析、t検定を

行った（表3参照）。 

後期の事前アンケートを相関分析を行った結果、Q5と

Q15の間に負の相関が認められた（r=-.412,p<.05）。 

後期の事後アンケートを相関分析を行った結果、正の

相関が認められたものは：Q3とQ15（r=.399,p＜.05）、

Q3とQ16（r=.387,p<.05）、Q3と Q17（r=.431,p<.05）、
Q3とQ19（r=.424,p<.05）、Q4と Q19 (r=.469,p<.05)、
Q7とQ20（r=.440,p<.05）、Q8と Q20（r=.380,p<.05）、
Q9とQ19（r=.393,p<.05）、Q9と Q20 (r=.422,p<.05)、
Q13とQ20 (r=.468,p<.05)、Q14とQ15 

(r=.445,p<.05)、Q14とQ17 (r=.422,p<.05)、Q14と

Q20 (r=.380,p<.05)、Q16とQ19（r=.391,p<.05）、Q16

とQ20 (r=.413,p<.05)、Q17とQ20 (r=.436,p<.05)であ

った。 

後期の事前アンケートと事後アンケートについてｔ検

定を行った結果、有意差は見られなかった。さらに前期

の事後アンケートと後期の事前アンケートにおいてｔ検

定を行ったが、こちらも有意差がみられなかった。 

 

表3. 後期事前・事後アンケートの記述統計 

 
 

次に、前期と後期におけるQ21～Q24までのアンケート

の平均値をグラフ化し比較したところ、図 1 のような結

果になり、全ての質問項目において 7 リッカートスケー

ルの5を超えていた。（図1）（リッカートスケールの1は

全くそう思わない、7は非常にそう思う） 

 
図1. 前期・後期事後アンケート(Q21～Q24)の平均値 

 

また、実際作った Kahoot！に使われたメディアを調べ

てみたところ、前期において「動画」使用は1班のみであ

り、残り5班は「画像」使用、もしくは「文章のみ」であ

った。これに対し後期は、すべての班が動画を使用し、そ

のうちの 3 班は自作の動画を作って編集し、それを

YouTube に投稿することで Kahoot！に使うという事を自

ら考えて行っていた。 

 

5．考察 
前期の事前、事後アンケートと後期の事前,事後アンケ

ートのデータについて、各々相関分析し、ALと ICTと英

語教育への態度の相関を調査した。結果として、前期・後
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期ともに、事前の時点で見られた負の相関はなくなり、外

発的モチベーションにおいても、内発的動機付けにおい

ても正の相関が認められたものが増加していることがわ

かった。また、前期、後期の事後の相関を比べる同じ項目

で同じ正の相関が認められていた。内発的動機付けであ

るIMKとALに相関が認められたのは、グループで課題に

取り組む中で対話し、問題の発見や解決方法を探る中で

学びを深め、新たなことを知る喜びや満足感につながっ

たからであると考えられる。 

これらのことから、今回のプロジェクトは中央教育審

議会（2016）の言う、「主体的、対話的で深い学び」とい

う面で影響を与えることができたと考えられる。 

さらに、ICTと ALの間にも相関関係が認められた。この

ことからICTはChickering & Ehrmann (1996)の論文に

あるように、AL をサポートする上で役に立つと考えられ

る。 

次に前期の事前,事後アンケートに t 検定（対応あり）

を行い、英語教育への態度（Q1～Q14）やAL、ICTを用い

たことでの態度（Q15～Q20）の変化における有意差を調べ

た。その結果、Q2 の Amotivation の減少、Q９と Q10 の

Intrinsic Motivation knowledge(IMK)の上昇、Q13とQ14

の Intrinsic Motivation stimulation(IMS)の上昇に関

して有意差が認められた。このことから、AL、ICTを用い

ることで無動機を下げ、内発的動機を高めることができ

るということがわかった。さらに、後期の事前、事後アン

ケートと前期事後、後期事前に行ったｔ検定（対応あり）

で有意差がみられなかったことから、参加者は前期のプ

ロジェクト後のモチベーションを維持できていたと思わ

れる。つまり、Yoshida＆Nozawa、（2014）の述べているよ

うに、英語学習にICTは有効であるといえるだろう。 

Q21～Q24 の質問項目に関しては、前期の平均値と後期

の平均値をグラフ化し、このプロジェクトが与えた影響

を確認した。その結果、どの項目においてもリッカートス

ケールの5（7段階）を超えており、ALやICTを将来教員

として使うことに自信を持ち、このプロジェクトが英語

学習における態度の向上につながった事を示した。 

さらに、ピアフィードバックシートのCTに関するコメ

ントからのコメントからは、「動画」や「画像」の使い方

に関しての高評価が増えたこと、そして、学生自ら「動画」

を創作し、教材に盛り込むという成長を読み取ることが

できた。さらに、学生が「自作動画」を Youtube に投稿

し、それを教材に使用するなど、ICTに関する知識や技術

も飛躍的に向上していることが明らかとなった。そして

動画を創作するといった成長を読み取ることができた 

 

6．おわりに 

リサーチクエスチョン 1．ICT を使った教材作成（ICT

と AL）の経験は、学生の英語学習とモチベーションをど

のように向上させ、変化させたか、という問いに対しては

無動機を下げ、内発的動機付けを促すことができたとい

えるであろう。 

リサーチクエスチョン 2．自ら教材を作成することで、

学生が授業でICTおよびALのを使用することに自信を持

ったかどうかに関しては、教材作成を通して AL、ICT を

経験したことで、将来教員としてそれらを使用すること

に自信を持ち、ICTの使い方に創意工夫が見られるように

なった。 

これらの結果から、教員養成課程の学生が、ICTやALの

経験を得ることで、現在抱える教育現場の諸問題の解決

の一助になる可能性を見出した。 
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